
別表４（第13条、第16条関係）

砂利採取計画認可申請書等の添付書類

１ 砂利採取計画認可申請書（原石採取）に必要な書類は、次のとおりとする。

書 類 様 式 又 は 内 容

１ 区域明細書 要綱別記様式第16号の３

２ 採取作業監督計画書 要綱別記様式第16号の４

３ 砂利及び埋め土の運搬方法及 要綱別記様式第16条の５

び運搬経路

４ 跡地整備等連帯保証に関する

書面

ア 認定法人の会員の場合 当該認定法人を連帯保証人とした書面

イ 認定法人の会員でない (1) 跡地整備等連帯保証書

場合 (2) 保証人の業務経歴書及び印鑑証明書

(3) 保証人の最近２期分の決算書及び財産目録

５ 砂利採取業者登録通知書の写

し

６ 申請者が権原を有することを 砂利採取場で砂利の採取を行うことについて申請

示す下記の書面で必要なもの 者が権原を有すること又は権原を取得する見込み

が十分であることを示す書面

ア 土地の登記簿謄本 砂利採取場の区域の土地の登記簿謄本又は登記

事項証明書

イ 契約書又は同意書の写 (1) 他人の土地で砂利を採取する場合は、砂利の採

し 取を行う旨を内容とする、期間及び地番が明記さ

れた土地所有者との契約書又は同意書の写し

(2) その他、土地の利用に関し第３者に対抗する

権利を有する者との契約書又は同意書の写し

ウ 相続等を説明する書面 契約書又は同意書と登記簿謄本の所有者等が異

なる場合には、その関係を説明する書面（例えば相

続の場合は、戸籍謄本の写しと相続関係説明図）



７ 土量計算書 採取する砂利の数量を計算すること。なお、求積

図に併記してもさしつかえない。

８ 埋め戻しのための土砂等が確

保されていることを示す下記の

書面で必要なもの

ア 土地の登記簿謄本 埋め戻しのための土砂等の採取場の土地の登記

簿謄本又は登記事項証明書

イ 埋め戻し用土砂の採取 他人の土地において埋め戻しのための土砂を確

契約書又は同意書等の写 保するときは、当該土地において土砂等を採取する

し 旨を内容とする土地所有権者と申請者との間の契

約書又は同意書の写し

ウ 埋め戻し用土砂の購入 他から埋め戻しのための土砂等を購入するとき

契約書等の写し は、その購入契約書等の写し

９ 他行政庁の許認可書等の写し (1) 砂利の採取に係る行為に関し、他の行政庁の許

可、認可その他の処分を受けることを必要とする

ときは、その処分を受けたことを示す書面又は受

ける見込みに関する書面

(2) 許認可等の場所、期間等がわかるように、許認

可書等は全項目の写しとするとともに、当該許認

可等を受けるために提出した平面図等を添付する

こ と。

10 砂利採取場に隣接する者の同 砂利採取場に隣接する公共施設（鉄道、軌道、道

意書又は意見書 路、水道、運河、港湾、河川、湖沼、池、橋、堤防、

ダム、かんがい排水施設、公園、墓地、学校、病

院、図書館若しくはその他の公共の用に供する施設

の敷地若しくは用地または建物の敷地）の管理者の

同意書又は意見書

11 現況写真 (1) 砂利採取場及び埋土採取場の状況が分かるも

の

(2) 認可申請１月以内に撮影したもので、できるだけ

最新のもの

12 役員等一覧表 要綱別記様式第２２号



２ 砂利採取計画認可申請書（洗浄プラント）に必要な書類は、次のとおりとする。

書 類 様 式 又 は 内 容

１ 区域明細書 要綱別記様式第16号の３

２ 採取作業監督計画書 要綱別記様式第16号の４

３ 砂利及び埋め土の運搬方法及 要綱別記様式第16条の５

び運搬経路

４ 跡地整備等連帯保証書

ア 認定法人の会員の場合 当該認定法人を連帯保証人とした書面

イ 認定法人の会員でない (1) 跡地整備等連帯保証書

場合 (2) 保証人の業務経歴書及び印鑑証明書

(3) 保証人の最近２期分の決算書及び財産目録

５ 砂利採取業者登録通知書の写

し

６ 申請者が権限を有することを 洗浄プラントで砂利の洗浄を行うことについて申

示す下記の書面のうち必要な 請者が権限を有すること又は権限を取得する見込

もの みが十分であることを示す書面

ア 土地の登記簿謄本等 洗浄プラントの区域の土地の登記簿謄本又は登

記事項証明書

イ 契約書又は同意書の写 (1) 他人の土地で砂利の洗浄をする場合は、砂利の

し 洗浄を行う旨の内容であって期間及び地番が明記

された土地所有者との契約書又は同意書の写し

(2) その他、土地の利用に関し第３者に対抗する権

利を有する者との契約書又は同意書の写し

ウ 相続等を説明する書面 契約書又は同意書と登記簿謄本の所有者等が異

なる場合には、その関係を説明する書面（例えば相

続の場合は、戸籍謄本の写しと相続関係説明図）



７ 他行政庁の許認可書等の写し (1) 砂利の洗浄に係る行為に関し、他の行政庁の許

可、認可その他の処分を受けることを必要とする

ときは、その処分を受けたことを示す書面又は受

ける見込みに関する書面

(2) 許認可等の場所、期間等がわかるように、許可

書等は全項目の写しとするとともに、当該許認可

等を受けるために提出した平面図等を添付するこ

と。

８ 洗浄プラントに隣接する者の 洗浄プラントに隣接する公共施設（鉄道、軌道、

同意書又は意見書 道路、水道、運河、港湾、河川、湖沼、池、橋、堤

防、ダム、かんがい排水施設、公園、墓地、学校、

病院、図書館若しくはその他の公共の用に供する施

設の敷地若しくは用地または建物の敷地）の管理者

の同意書又は意見書

９ 現況写真 (1) 洗浄プラントの全景及び沈殿池、廃水処理機械

等の状況が分かるものであること。

ア 洗浄プラントの全景 (2) 認可申請１月以内に撮影したもので、できるだけ

イ 沈澱池、廃水処理機械 最新のもの

10 役員等一覧表 要綱別記様式第２２号



３ 砂利採取計画認可申請書添付書面確認表（原石採取）

書 面 名 様 式 確 認 欄

申請者 県

１ 砂利採取計画認可申請書 様式第16号

２ 区域明細書 様式第16号の３

３ 採取作業監督計画書 様式第16号の４

４ 砂利及び埋土の運搬方法及び運搬経路 様式第16号の５

５ 跡地整備等連帯保証書及び関連書類

６ 砂利採取業者登録通知書の写し

７ 申請者が権原を有することを示す次のいずれかの書面

ア 土地の登記簿謄本

イ 契約書又は同意書の写し

ウ 相続等を説明する書面

８ 土量計算書

９ 埋め戻しのための土砂等が確保されていることを示す次
のいずれかの書面

ア 土地の登記簿謄本

イ 埋め戻し用土砂の採取契約書又は同意書等の写し

ウ 埋め戻し用土砂の購入契約書の写し

10 他行政庁の許認可書等の写し（平面図等添付）

11 砂利採取場に隣接する者等の意見書等

12 現況写真

13 役員等一覧表 様式第22号

図 面 名 縮 尺

１ 砂利採取場の位置図兼運搬経路図 1/50,000

２ 砂利採取場の周辺状況図 1/2,500～1/5,000

３ 地籍図

４ 求積図 1/500～1/1,000

５ 現況実測平面図 1/500～1/1,000

６ 砂利採取計画平面図 1/500～1/1,000

７ 縦断面図及び横断面図 1/500～1/1,000

（注）１ 添付を必要としないものについては斜線を引くこと。



４ 砂利採取計画認可申請書添付書面確認表（洗浄プラント）

書 面 名 様 式 確 認 欄

申請者 県

１ 砂利採取計画認可申請書 様式第16号の２

２ 区域明細書 様式第16号の３

３ 採取作業監督計画書 様式第16号の４

４ 砂利及び埋土の運搬方法及び運搬経路 様式第16号の５

５ 跡地整備等連帯保証書及び関連書類

６ 砂利採取業者登録通知書の写し

７ 申請者が権原を有することを示す次のいずれか
の書面

ア 土地の登記簿謄本

イ 契約書又は同意書の写し

ウ 相続等を説明する書面

８ 他行政庁の許認可書等の写し（平面図等添付）

９ 洗浄プラントに隣接する者等の意見書等

10 現況写真

11 役員等一覧表 様式第22号

図 面 名 縮 尺

１ 洗浄プラントの位置図兼運搬経路図 1/50,000

２ 洗浄プラントの周辺状況図 1/2,500～1/5,000

３ 地籍図

４ 洗浄設備の配置図 任意

５ 沈澱池の構造図 任意

６ 処理機械等の構造図 任意

（注）１ 添付を必要としないものについては斜線を引くこと。



様式第16号（第13条関係）

整 理 番 号

受理年月日砂利採取計画認可申請書
認 可 番 号 ｼﾚｲ

（原石採取）
認可年月日

年 月 日宮崎県知事 殿

〒 - TEL（ ）

宮崎県収入証紙 住 所

氏名又は名称及び

法人にあっては

（申請者は消印しないこと） その代表者の氏名

登 録 番 号 宮崎砂利第 号

登録年月日 年 月 日

砂利採取法第16条の規定により、次のとおり採取計画の認可を申請します。

１ 砂利採取場の区域

所在地 外 筆

面 積 ㎡ 地 目

掘削面積 ㎡ 保全区域 ㎡
等の面積

２ 採取する砂利の種類及び数量

種 類 河川砂利 陸砂利 山砂利 海砂利

数 量 ｍ ／日 ｍ ／認可期間内３ ３

３ 採取の期間

期 間 認可の日 から
年 月 日 年 月 日 まで

時 間 時から 時



４ 砂利の採取方法及び砂利の採取のための設備その他の施設に関する事項

(1) 砂利の採取方法

掘削面積 ㎡ 掘 削 深 度 ｍ 掘 削 勾 配 度

保 安 物 件
掘削箇所と隣

接地との距離 方 位 東 西 南 北
保 安 距 離 ｍ ｍ ｍ ｍ

(2) 掘削用機械の内容

名 称 型 式 能 力 台 数

５ 砂利の採取に伴う災害の防止のための方法及び施設に関する事項

(1) 除去した表土の処理

堆積場所及び

堆 積 方 法

付近物件への

被 害 防 止 策

(2) 採取作業場への立入禁止措置

(3) 隣接物件の損傷防止措置

隣 地 崩 壊

防 止 措 置

隣接施設への

被 害 防 止



(4) 騒音、粉じんの防止対策

(5) 採取跡地の処理方法

（埋戻す場合）

埋 戻 す 土 砂

３土砂の数量 ｍ

等の種類

埋 戻 す 土 砂

等の確保方法

埋 戻 し 方 法

埋 戻 し 予 定

年 月 日

（埋戻さない場合）

後 処 理 方 法

６ 採取した砂利の水切の方法及び設備その他の施設に関する事項



７ 山砂利の採取に関する事項

(1) 採取中の災害防止方法

切 土 高 全体 ｍ、小段の高さ平均 ｍ

崩壊防止対策 保安距離 ｍ のり面勾配 全体 平均

（土砂流出防

止対策）

汚濁水流出防

止対策

(2) 廃土、廃石の処理方法

(3) 採取後の跡地整備の方法

（備考）１ ※印欄は、記載しないこと。



様式第16号の２（第13条関係）

整 理 番 号

受理年月日砂利採取計画認可申請書
認 可 番 号 ｼﾚｲ

（洗浄プラント）
認可年月日

年 月 日宮崎県知事 殿

〒 - TEL（ ）

宮崎県収入証紙 住 所

氏名又は名称及び

法人にあっては

（申請者は消印しないこと） その代表者の氏名

登 録 番 号 宮崎砂利第 号

登録年月日 年 月 日

砂利採取法第16条の規定により、次のとおり採取計画の認可を申請します。

１ 洗浄プラントの設置場所

所在地 外 筆

敷地面積 ㎡ 地 目

２ 洗浄する砂利の種類及び数量

種 類 河川砂利 陸砂利 山砂利 海砂利

数 量 ｍ ／日 ｍ ／認可期間内３ ３

３ 採取の期間

期 間 認可の日 から

年 月 日 年 月 日 まで

時 間 時から 時



４ 砂利の洗浄の方法及び洗浄のための設備、その他の施設に関する事項

(1) 洗浄の方法

河川名
洗 浄 水 の 種 類 地 下 水 河川水（ ） その他（ ）

確 保 方 法 水 量

洗 浄 水 の 使 用 量 ｍ ／時間 ｍ ／日３ ３

洗浄 す る 砂 利 の 量 ｍ ／時間 ｍ ／日３ ３

(2) 洗浄設備に関する事項（設備の配置図を添付）

番
名 称 型 式 能力ｍ ／ｈ 定格出力kw 台 数３

号

(3) その他の設備に関する事項

番
名 称 型 式 能力ｍ ／ｈ 定格出力kw 台 数３

号

５ 砂利の採取に伴う災害の防止のための方法及び施設に関する事項

(1) 汚濁水の処理方法

廃 水 の 処 理 還流方式 放流方式 自然浸透方式

汚でいの分離 沈降方式（沈殿池） 機械分離方式



(2) 沈降方式の内容（沈殿の構造図、位置図を添付）

沈 殿 池 の 槽 数 単槽式 複槽切替式（ 槽） 複槽連続式（ 槽）

３第１槽 ㎡ ｍ

３沈 殿 池 の 第２槽 ㎡ ｍ

３第３槽 ㎡ ｍ

３面 積 、 容 量 第４槽 ㎡ ｍ

３計 ㎡ ｍ

沈 殿 池 の 材 質 コンクリート張 素堀 石積 その他（ ）

沈 使用の有無 有 無

降

剤 薬 品 名 使用量 kg／日

ヘ ヘドロをあ

ド げる方法

ロ

ヘドロ堆積

の

場の位置及

処

び堆積方法

理

乾燥したヘ

方

ドロの処理

法

方法

沈 殿 池 付 近 の

状 況 及 び 危 険

防 止 対 策



(3) 機械分離方式の内容（廃水及びヘドロの貯留槽の構造図を添付）

名 称 型 式 能 力 運転時間 ｈ／日 台 数

沈 降 剤 薬品名 使用量 kg／日

廃水及びヘドロの

処 理 方 法

(4) 騒音、粉じんの防止対策

６ 洗浄した砂利の水切りの方法及び設備その他の施設に関する事項

（備考）１ ※印欄は、記載しないこと。



様式第16号の３（第13条関係）

区 域 明 細 書

砂利採取場の

所在地 外 筆

面 積 契約又は
番号 土地の所在・地番 地 目 所有者 備 考

（実測） 同意期間

㎡
合計 筆

（備考）１ 砂利採取場の区域のうち、契約等により使用目的が限定されている土地については、

備考欄にその旨を記載すること。

２ 土地の利用に関し第３者に対抗する権利を有する者がいる場合は、備考欄にその旨

を記載すること。



様式第16号の４（第13条関係）

採 取 作 業 監 督 計 画 書

砂利採取場を 所 在 地 （〒 ）（TEL ）
管理する登録
事務所

名 称

当該採取場に 所 在 地 （〒 ）（TEL ）

ある事務所
名 称

当該採取場を 住 所
監督する砂利
採取業務主任 氏 名 生 年 月 日 年 月 日生
者

１日当たりの合格 合格
番号 第 号

職務専念時間認定 認定

災害防止のた

めの監督計画

災害防止に関

する教育計画

帳 簿 の 記 載

及 び 報 告

災害が発生し

たときの措置

採 取 計 画 の
作 成 責 任 者

区 分 事 務 採取場 プラント 運 搬 その他 合 計

当 該 採 取 場 直 轄 名 名 名 名 名 名

請 負 名 名 名 名 名 名
の 管 理 機 構

合 計 名 名 名 名 名 名

請負業者名

（備考）１ 当該砂利採取場の管理機構図を添付すること。

２ 請負又は委託の場合は、契約書の写しを添付すること。



様式第16号の５（第13条関係）

砂利及び埋め土の運搬方法及び運搬経路

（運搬経路図を添付）

１ 運搬方法

１日当たりの平均数量
区 分 運搬車の種類 台 数 運 搬 主 体

運搬数量 延台数

原 石

廃土廃石

製 品

計

原石の現地販売の有無 有（取引先 ） ・ 無

２ 運搬経路

原 石 及
採取場及びプ

び 製 品
ラントから国

道又は県道に

至る経路 埋 土

３ 道路状況

経路区分
道路状況

距 離

幅 員（ｍ）

路 面 の 状 況

４ 砂利等を搬出

する際の災害防

止方法



様式第17号（第16条関係）

※ 整 理 番 号

受理年月日砂利採取計画変更認可申請書

認 可 番 号 ｼﾚｲ

認可年月日

年 月 日宮崎県知事 殿

〒 - TEL（ ）

宮崎県収入証紙 住 所

氏名又は名称及び

法人にあっては

（申請者は消印しないこと） その代表者の氏名

登 録 番 号 宮崎砂利第 号

登録年月日 年 月 日

砂利採取法第20条第１項の規定により、次のとおり採取計画の変更の認可を申請します。

１ 採取計画の変更の内容

従前の採取計画の内容 変 更 の 内 容

２ 変更の理由

（備考）１ ※印欄は、記載しないこと。



様式第17号の２（第16条の２関係）

※ 受理年月日 年 月 日
砂利採取計画の軽微変更届書

整 理 番 号

年 月 日

宮崎県知事 殿

〒 - TEL（ ）

住 所

氏名又は名称及び

法人にあっては

その代表者の氏名

登 録 番 号 宮崎砂利第 号

登録年月日 年 月 日

砂利採取法第20条第２項の規定による採取計画の軽微な変更について、宮崎県砂利採取法事

務取扱要綱第16条の２の規定により次のとおり届け出ます。

１ 軽微な変更の内容

従前の採取計画の内容 変更の内容

２ 変更の年月日

３ 変更の理由

（備考） １ ※印欄は、記載しないこと。



様式第20号（第22条関係）

砂利採取場（原石採取場）自主点検調査表

砂利採取業者名

砂利採取場所在地

認可の期間

区分 点 検 事 項 評 価

標識等 (1) 標識の設置、区域表示

の整備

(2) 危険標識、立入禁止柵の設置

(3) 出入口の閉鎖施設

採 掘 (1) 保安距離（保全区域）の確保

方 法

(2) 表土除去の状況

(3) 掘削深

(4) 掘削方法（掘削勾配）

(5) 掘削作業中の小段

(6) 水中掘削時の対策

(7) 埋め戻し等の採取跡の処理

(8) 場内降雨水、湧水等の処理

原石等 (1) 原石、製品のたい積の管理

の運搬

(2) 水切りの状況

(3) 出入口付近の管理

点検の状況か

ら必要な措

置、対策等

点検年月日

点検者職氏名



様式第20号の２（第22条関係）

砂利採取場（洗浄プラント）自主点検調査表

砂利採取業者名

砂利採取場所在地

認可の期間

区分 点 検 事 項 評 価

標識等 (1) 標識の設置、区域表示

の整備

(2) 危険標識、立入禁止柵の設置

(3) 出入口の閉鎖施設

水洗、 (1) 洗浄水の確保

選別等

の方法 (2) 場内水の導水路

(3) 沈澱池の安全対策

(4) 沈澱池等の管理

(5) 汚濁水処理施設の管理

(6) 粉じん防止対策

(7) 騒音・振動防止対策

ヘドロ (1) ヘドロのたい積の状況

の処理

(2) ヘドロの処分方法

原石等 (1) 原石、製品のたい積の管理

の運搬

(2) 出入口付近の管理

点検の状況か

ら必要な措

置、対策等

点検年月日

点検者職氏名



様式第21号（第24条関係）

※ 整 理 番 号

受理年月日砂利採取廃止届書

年 月 日宮崎県知事 殿

〒 - TEL（ ）

住 所

氏名又は名称及び

法人にあっては

その代表者の氏名

登 録 番 号 宮崎砂利第 号

登録年月日 年 月 日

砂利採取法第24条の規定により、次のとおり届け出ます。

１ 採取計画の認可を受けた年月日

(1) 認可年月日 年 月 日

(2) 文書番号 シレイ

２ 当該砂利採取場における砂利の採取を廃止した年月日

年 月 日

３ 当該砂利採取場の状況

（備考）１ ※印欄は、記載しないこと。



様式第22号（第18条関係）

役員等一覧表

法人名：

ふりがな

役職名 氏 名 性 別 住 所 生 年 月 日

（都道府県名のみ）

明治・大正・昭和・平成

男・女

年 月 日

明治・大正・昭和・平成

男・女

年 月 日

明治・大正・昭和・平成

男・女

年 月 日

明治・大正・昭和・平成

男・女

年 月 日

明治・大正・昭和・平成

男・女

年 月 日

明治・大正・昭和・平成

男・女

年 月 日

明治・大正・昭和・平成

男・女

年 月 日


